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１．研究の目的 

 地球温暖化抑制を目的として1997年に採択され

た京都議定書では、先進国等の2008-2012年の温

室効果ガス排出量に関して数量目標が課された。

また、排出量取引制度や遵守制度、吸収量の算定

方法等、新しい国際制度が承認された。 

 しかし、京都議定書は、いまだ十分な発効要件

を満たしていないために未発効なままとなってい

る。また、たとえロシアでの批准が完了し議定書

が無事発効したとしても、世界の４分の１弱の排

出量を占める米国が参加していない等、十分な対

策が実行されるとは予想されていない。さらには、

2013年以降の排出量上限については、今後の交渉

に委ねられているが、今後排出量が急増する途上

国の取り込み方法が課題となっている。 

 上記に記した状況をふまえ、本研究の目的は、

気候変動問題に国際的に取り組むための将来枠組

みについてオプションを提示し、各オプションに

ついて、対策コストや衡平性等さまざまな観点か

ら評価することである。 

 

２．研究の方法 

 上記目的を達成するために、本研究では、３つ

の観点から取り組んでいる。第一には、国際制度

の分析である。排出量取引制度や森林吸収量の算

定方法等、京都議定書で決められた制度について、

その効果を分析し、将来枠組みにおける諸制度の

あり方について研究する。第二には、主要国の動

向である。国際制度は、全ての国に受け入れられ

るものである必要がある。そのため、現在京都議

定書から離脱している米国をはじめ、主要国がい

かなる制度であれば参加しうるのかを調査・研究

する必要がある。第３に、対象ガス・対象分野の

問題がある。対策の対象を二酸化炭素に限定する

か、複数の温室効果ガスを含めるか。排出抑制に

限定するか、森林等による吸収の拡大も含めるか、

これらの違いによって、制度の効果あるいは制度

に対する各国の態度は大きく変わる。とりわけ農

耕地に関連する温室効果ガスについてはその取り

扱い次第で評価が大きく異なることから、同分野

に焦点をあてた研究を３つ目の柱として据えた。 

 上記の３つの視点から、将来枠組みとして最も

あり得るオプションを数種類作成し、それらにつ

いて定量的にコスト等を評価する。 

３．研究の成果 

３．１ 国際制度に関する研究 

(1) 既存の将来枠組み提案のレビュー：気候変動

の将来枠組みに関する論文を収集しレビューした

結果、論文のほぼ８割が欧米の研究者によるもの

であった。また、欧州と米国では、提案している

制度の前提条件が大きく異なっていることが判明

した。 

(2) 日米における京都議定書に対する評価：京都

議定書に対する批判についてまとめ、その矛盾点

等について整理した。批判の多くが京都議定書に

限らず排出抑制を実現するいかなる制度に対して

も果てはまることが分かった。 

(3) EUの排出量取引制度の検討：EU域内で2005年

から導入される排出量取引制度の詳細を分析し、

国際レベルへの発展可能性について検討した。 

(4) 自由貿易レジーム（WTO）との抵触：多くの

地球環境関連条約が自由貿易レジームに抵触する

条項を持っており、今後気候変動レジームが抵触

する可能性また抵触した場合の措置について分析

した。 

(5) 不確実性の下での意思決定としての予防的ア

プローチ：気候変動対策が予防的アプローチで進

められる可能性を検討した。 

(6) 豪州・ニュージーランドでの森林政策と京都

議定書：マラケシュ合意後の２国の森林政策を調

査し、国際合意が国内政策に反映されている点に

ついて分析した。 

３．２ 主要国の意思決定に関する研究 

(1) 欧州の国内意思決定：ドイツやオランダの国

内事情及び近年のＥＵ統合により気候変動対策を

推進させると同時に域内ステークホールダー間の

調整メカニズムが有効に働いていることが明らか

となった。 

(2) 米国の温暖化対策に向けた意思決定：連邦政

府は京都議定書を離脱したが、州レベルや産業界

ではさまざまな自主的な取り組みが着手されてい

ることが分かった。 

(3) 途上国参加問題：途上国については、インセ

ンティブの見方が先進国とは異なっていることが

明らかとなった。途上国の参加を促す場合には、

交渉における駆け引きが重要となる。 

(4) リーダーシップ分析：多国間における国際協

調においては、リーダーシップの発揮が不可欠と
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なることから、今後のリーダーシップの潜在性を

探るためにリーダーシップ構成要素に基づく分類

法を構築した。 

３．３ 農村地域における炭素収支 

(1) 農耕地における炭素収支を定量的に把握する

手法の開発：理想的な制度であっても、技術的に

実施不可能であっては意味がないため、将来枠組

みにおいて農耕地からの排出・吸収量を測定する

手法を開発した。 

(2) 畜産における温室効果ガスの排出・吸収量推

定方法に関する研究：畜産における飼養形態及び

糞尿処理の方法の違いによる温室効果ガス排出量

の違いについて分析した。 

(3) 途上国農村地域からの温室効果ガス排出量の

制御可能性とその費用負担に関する研究：インド

ネシアの農業部門をケーススタディの対象として

途上国にて農作物の収量を上げつつ温室効果ガス

排出につながる方策を検討した。 

３．４ 情報の普及に関する活動 

(1) 国際シンポジウムの開催：平成15年10月に外

国から専門家を招へいし、将来枠組みに関するシ

ンポジウムを開催し、日本国外で議論されている

枠組みについて紹介した。 

(2) COP9におけるサイドイベント開催：平成15年

12月にミラノで開催されたCOP9においてサイドイ

ベントを開催し、当研究成果を報告した。 

(3) 研究成果の公表：上記サイドイベントに合わ

せて英文報告書を作成し配布した。 

(4) ドイツヴッパータル研究所・南アフリカケー

プタウン大学との共同研究：同研究機関主催の将

来枠組みに関する共同研究に参加し、報告書を作

成した。 

 

４．今後の課題 

 昨年度は初年度であったため、研究遂行に必要

な基本的なデータ収集や基礎的分析が主な研究活

動となったが、その基礎的な研究成果をふまえた

考察は以下の通り。 

(1) 京都議定書に対する評価をふまえて将来枠組

みの議論が始まっているが、評価が定まらないば

かりでなく、評価基準自体に混乱があり、現段階

ではさまざまな提案に整理がついていない。 

(2) 他方、京都議定書は未発効であるにもかかわ

らず、現実にはEUの排出量取引や米国州レベルの

活動等、既に多くの制度が動き始めている。 

(3) 今後、混乱した将来枠組みの諸提案を整理し、

現在で動きつつある諸制度と関連づけていくため

には、個別の将来枠組みではなく、将来枠組みを

包含する「社会ビジョン」について明らかな方向

性を持っている必要がある。昨年度までに進めて

きた研究を将来枠組みにまとめていく作業として

シナリオアプローチを導入する。シナリオごとに

適合する国際枠組みを作成し、それらの気候変動

抑制効果、対策コスト、交渉過程の流れ、主要国

の対策の水準、その他の長所短所等を比較検討す

る。 
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